
平成２９年度神経難病診療体制構築事業補助金交付要領 

 

（趣旨）  

第１条 熊本県内の神経難病患者が安心して質の高い医療サービスの提供を受ける

ことができる診療体制の構築を図るために、国立大学法人熊本大学に対し、予算の

範囲内において補助金を交付するものとする。 

２ この補助金の交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則

第３４号。以下「規則」という。）及び熊本県健康福祉補助金等交付要項（以下「要

項」という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。 

 

（交付申請） 

第２条 要項第３条第１項の申請書の提出期限は、別に定める。 

２ 要項第３条第２項第１号の事業計画書は、別記様式第１号によるものとする。 

３ 要項第３条第２項第２号の収支予算書は、当該事業についての予算措置状況を補

助事業者が押印して証明したものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第３条 熊本県補助金等交付規則第５条第１項第３号のその他知事が必要と認める

条件は、次のとおりとする。 

(1) 事業により取得した財産の価格が単価５０万円（民間団体にあっては３０万

円）以上の備品については、補助金等により取得し、又は効用の増加した財産の

処分の制限期間（平成２０年厚生労働省告示第３８４号）に定める期間を経過す

るまで、知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲

渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

(2) 知事の承認を受けて事業により取得した財産を処分することにより収入があ

った場合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

(3) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らな

ければならない。 

(4) 要項第１２条第１項の規定により補助事業完了後に消費税の申告により補助

金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、速やかに知事に報告

しなければならない。 

 

（変更交付申請） 

第４条 要項第５条第２項の事業変更計画書は、別記様式第１号を準用する。 

 

（申請の取下げ） 

第５条 要項第６条の申請の取下げをすることのできる期限は、交付決定の通知を受

けた日から起算して５日を経過した日までとする。 

 



（実績報告） 

第６条 要項第９条第２項第１号の事業実績書は、別記様式第２号によるものとする。 

２ 要項第９条第２項第３号のその他知事が必要と認める書類は、別に定めるものと

する。 

３ 要項第９条第３項の実績報告書の提出期限は、事業完了後３０日を経過した日又

は平成２９年３月３１日のいずれか早い日とする。 

 

 

  附 則 

この要領は、平成２９年６月５日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１号 

平成２９度神経難病診療体制構築事業実施計画書 

 

事業者名：              

支出予定額 円（左記金額の内訳は別紙のとおり） 

必要性及び

目的 

 

 

 

 

 

事業内容 

１ 医療スタッフの人材育成及び診療支援 

 

 

 

 

 

 

２ 神経難病データベース構築 

 

 

 

 

 

 

３ 講演会開催等の啓発活動 

 

 

 

 

 

 

４ １～３の実施に伴うコーディネーター（特任教授等）の配置 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

平成２９年度神経難病診療体制構築事業支出予定額内訳 

対象経費 支出予定額内訳 

報酬 

給料※ 

職員諸手当※ 

共済費※ 

会議費 

賃金 

報償費 

旅費 

需用費（図書購入

費、消耗品費、印

刷製本費） 

役務費（通信運搬

費、保守料、広告

料） 

委託料 

使用料及び賃借

料 

負担金 

備品購入費 

 

※給料、職員諸手

当及び共済費に

ついては、１から

４までの事業に

従事する、医師、

臨床検査技師、事

務補佐員に限る。 

 

対象経費合計                            円 



別記様式第２号 

平成２９年度神経難病診療体制構築事業実施報告書 

 

事業者名：              

支出額                円（左記金額の内訳は別紙のとおり） 

事業内容 

１ 医療スタッフの人材育成及び診療支援 

 

 

 

 

 

２ 神経難病データベース構築 

 

 

 

 

 

３ 講演会開催等の啓発活動 

 

 

 

 

 

４ １～３の実施に伴うコーディネーター（特任教授等）の配置 

※事業期間中におけるコーディネーターの変更等が生じた場合に記載すること。 

 

 

 

 

 

事業の効果 今後の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

平成２９年度神経難病診療体制構築事業支出額内訳 

対象経費 支出額内訳 

報酬 

給料※ 

職員諸手当※ 

共済費※ 

会議費 

賃金 

報償費 

旅費 

需用費（図書購入

費、消耗品費、印

刷製本費） 

役務費（通信運搬

費、保守料、広告

料） 

委託料 

使用料及び賃借

料 

負担金 

備品購入費 

 

※給料、職員諸手

当及び共済費に

ついては、１から

４までの事業に

従事する、医師、

臨床検査技師、事

務補佐員に限る。 

 

対象経費合計 円 

 


